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競売制度研究会（第６回）議事概要

日 時 平成１８年７月５日（水）午後６時から午後８時３５分まで

場 所 きんざいセミナーハウス２階会議室

出 席 委 員 山本座長，笠井委員，久米委員，越山委員，小林委員，下村委

員，杉山委員，田作委員，成田委員，菱田委員，松下委員，山

田委員，山野目委員，吉田委員

議 事 内 容 以下のとおり

１ カリフォルニア州，ワシントン州の競売手続の調査報告と質疑応答

（ ） 配付資料の確認に続いて，山田委員から，カリフォルニア州，ワシント1

ン州の競売手続についての調査報告が行われた。その内容は，目録番号２

「カリフォルニア州の競売手続について （以下「カリフォルニア州レジ」

ュメ」という ，目録番号３「ワシントン州の競売手続について （以下。） 」

「ワシントン州レジュメ」という ）記載のとおり。。

なお，レジュメに補足して説明された内容の骨子は，次のとおり。

（カリフォルニア州について）

○ 受託者は，一般に，提訴前に権原（調査）会社から競売保証報告書

を入手しており，それによって，登記上のタforeclosure guaranty report

イトル，利害関係人及び負担を知ることができる（カリフォルニア州レ

， ） ， ， ，ジュメ３ページ Ⅲ ( )(ｲ) が そもそも アメリカの不動産登記は2. 4

非常にややこしく，使いにくいシステムであるため，素人が調査するの

は困難であり，タイトル調査会社，タイトル保険会社が独自に登記のデ

ータベースを保有しているようである。

○ 不足額給付判決は， により，非司法競売を選択しAnti-deficiency Rule

（ ， ）た場合などには得られない カリフォルニア州レジュメ４ページ Ⅴ 1.

が，例外として，担保物の毀損が借り手の信義誠実にもとる行為による

場合，悪意に基づく場合，詐欺的な行為が行われた場合には，損害額を

別途請求することが認められており， には反しないAnti-deficiency Rule

とされている。
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○ ワン・アクション・ルール （カリフォルニア州レジOne-Action Rule

ュメ５ページ，Ⅴ ）は，基本的に，司法競売が行われるときには，そ2.

の訴訟とは別の訴えを提起することができないというルールであり，カ

リフォルニア州の特徴の一つであるが，実務家からは批判もある。

○ 非司法競売（カリフォルニア州レジュメ６ページ以下，Ⅵ）の流れの

概略は，別紙「カリフォルニア州の非司法競売の流れの図 （本議事概」

要末尾に添付 のとおりである この図のとおり 手続開始から終了 売） 。 ， （

却）までの期間は，最短３か月プラス２０日であるので，非司法競売の

所要期間は平均１１７日間であると言われている（カリフォルニア州レ

ジュメ６ページ，Ⅵ 。1.）

○ 非司法競売の手続は，デフォルトの通知の登記から始まる（カリフォ

ルニア州レジュメ６ページ，Ⅵ ( )，Ⅵ ( )）が，その登記，通知の3. 1 4. 1

手続を行うのは受託者である。また，その記載事項は，モーゲージの対

象，債務者の氏名，不動産がどのようなものでどこにあるか，デフォル

トの性質がどのようなものであるか，貸し手が非司法競売で売却すると

決めたこと，原状回復の可能性があるかどうかなどである。

○ 受託者は，デフォルトの通知を，債務者及び通知が必要である旨を既

に登記していた者に対して登記から１０営業日以内に（カリフォルニア

， ）， ， ，州レジュメ６ページ Ⅵ ( )参照 債務者の承継人 後順位担保権者3. 2

不動産賃借人などで記録に表れている者に対して登記から３０日以内に

（同レジュメ６ページⅥ ( )参照 ，それぞれ行う。4. 2 ）

○ デフォルトの通知の登記から３０日以内に原状回復がされない場合，

（ ， ）売却通知が行われる カリフォルニア州レジュメ６ページ Ⅵ ( )(ｲ)4. 4

が，その手続を行うのは申立債権者である。また，その記載事項は，売

却日時・場所，売却実施者の氏名・住所，債務者の氏名，法律上規定さ

れた警告，不動産の所在地，貸し手の住所，被担保債権の未払額，売却

。 ， ，の際に見込まれるコストや費用などである これらは 通知のみならず

掲示・公告(地方の新聞への掲載 （同レジュメ６ページ，Ⅵ ( )(ﾛ)）） 4. 4

もされる。

○ 非司法競売の瑕疵（カリフォルニア州７ページ以下，Ⅷ）には，カリ
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， 。フォルニア州だけにとどまらず 多くの州に共通する瑕疵も挙げている

○ カリフォルニア州の非司法競売に対する批判には，①司法競売に近づ

けるべきであるという方向と②普通の売買と同様に，いろいろな情報提

供をしたり，売買条件を緩やかに変動させるなどするべきであるという

方向の２つの方向がある。

（ワシントン州について）

（ ， ） ，○ 司法競売の費用 ワシントン州レジュメ３ページ Ⅲ については3.

通常の訴訟における訴訟費用（ディスカヴァリ等を行う場合はその費用

も必要）のほかに，レジュメ記載のとおりの費用が必要である。

○ ワシントン州の非司法競売では，売却後の受戻期間がないので，買受

人は当該売却によって直ちにタイトルの譲渡を受けることができ，２１

日目には簡易訴訟である不法占有者訴訟を利用して明渡請求をすること

ができる（ワシントン州レジュメ４ページ，Ⅳ ( ) 。売却後の２０日4. 3 ）

間は占有者に対する猶予期間のようなもののようである。

○ ワシントン州の特徴の一つとして，手続的瑕疵に関して非常にセンシ

ティブな法律を有していること，すなわち， 法１９８９年改正にDOT

より， (Ⅸ)( )(ワシントン州レジュメ５ページ，Ⅴ ）RCWA61.24.040 7 4.

が設けられたことがある。そのきっかけとなったのは，同レジュメ脚注

２９記載の 判決であるが，この事案は，州法上，非司法競売にGlidden

おいて，後順位担保権者にも売却通知をすることが義務づけられていた

にもかかわらず，１人の後順位担保権者に売却通知がされないまま売却

が実施された（なお，売却証書には，すべての後順位担保権者に売却通

知がされた旨が記載されていた）ことから，無効確認の訴えが提起され

たというものである。州最高裁は，これに対する直接的な判断を示さな

いで，買受人が善意の買受人として保護されるべきかどうかだけの議論

をしたところ，不動産関係の弁護士は，後順位担保権者への売却通知義

務に違反した場合の効果がよく分からないなどとして危機感を覚え，こ

のような経緯を経て， (Ⅸ)( )の規定が作られた。このRCWA61.24.040 7

条文は，かなりラジカルなものであり，周辺の州では採用されていない

ものの，統一州法委員会全国会議（ )が制定した統一非司法競売NCCUL
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法( )では採用されている。UNFA

○ １９９０年の州最高裁判決により，非司法競売における後順位担保権

者についても，不足額請求が禁止されることになった（ワシントン州６

ページ，Ⅵ ）が，これに対しては，禁止の範囲が広すぎるのではない3.

かという批判もある。

（ ） 引き続き質疑応答が行われた。その骨子は次のとおり。2

（司法競売と非司法競売のシェア等について）

○ 司法競売と非司法競売のシェアは，どれくらいであろうか。

○ カリフォルニア州でもワシントン州でも，非司法競売の方が多く使わ

れているようである（カリフォルニア州レジュメ１ページ，Ⅰ ，ワシ2.

ントン州レジュメ１ページ，Ⅰ ( )(ｲ) 。両者のシェアに関する正確1. 1 ）

な数字はよく分からないが，例えば，ワシントン州では，１９８４年３

月１日現在，６１５のＤＯＴ（非司法競売の利用が可能）が登記されて

いるのに対し，モーゲージ（非司法競売の利用が不可能）はわずか１７

（ ， ）。であったという調査がある ワシントン州レジュメ１ページ 脚注１

○ 非司法競売手続を利用することの大きなメリットは，受戻期間がない

ので，期間が短くて済むというところにあるのであろうか。

○ 両州の非司法競売においては，受戻期間がないほか，そもそも訴訟を

行う必要がないので，司法競売に比べて期間が短くなり，その点がメリ

ットといえるであろう。また，費用も，司法競売に比べると，安いよう

である。

○ 司法競売の問題点の一つに非効率性がある（ワシントン州レジュメ１

ページ，Ⅰ ( )(ﾛ)）ようであるが，ここで言われている司法競売の非1. 1

効率性とはどういうことであろうか。

○ 司法競売の非効率性の一つとしては，受戻期間が長いことに主たる原

因があるかもしれないが，期間が長くかかるということを挙げることが

できるであろう。司法競売は非司法競売に比べて費用が多くかかるとい

うことを挙げている人もいるが，非司法競売においては受託者がそれ相

応の報酬等を得ていると思われるので，この指摘を鵜呑みにすることに
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は疑問もある。なお，非司法競売と司法競売とでは，手続開始をする債

権者の熱意が違うのではないかという感じがする。

（司法競売の期間について）

○ 司法競売においては，どれくらいの期間がかかるのであろうか。

○ 実務家の感触・コメントしか情報がないが，ワシントン州の司法競売

の期間は，受戻期間１２か月を含めて１８～２４か月のようであり（ワ

シントン州レジュメ３ページ，Ⅲ 。カリフォルニア州の司法競売の1.）

期間は，事実関係に争いがなければ２～３か月，そうでなければ数年か

かるようである（カリフォルニア州レジュメ２ページ，Ⅱ 。トライ1.）

アルまで進む事案では，その期間は数年というレベルになるが，被告が

争う事案であってもサマリ・ジャッジメントで審理することができる事

件が多いし，そもそも欠席事件も多いようである。

（レシーバーシップについて）

○ レシーバーシップの発想は，収益管理なのであろうか，それとも，競

売期間中の物件管理なのであろうか。ワシントン州では，レシーバー

の選任は謙抑的であり，実質的に当該担保物が危険に曝さreceivership

れているなどの危険があることなどの要件が必要なようであり（ワシン

トン州レジュメ３ページ，Ⅲ ，物件管理の発想なのであろうか。5.）

○ 条文を見た限りでは，どちらかというと，物件管理（保全）に近いの

ではないかと感じたが，収益管理の発想もあるかもしれない。

（マスター等の調査・審尋，評価・最低売却価額・適正価額について）

master in chancery,special○ カリフォルニア州の司法競売では，裁判所が

に調査・審尋を命令する（カリフォルニア州レジュメ２ページ，master

Ⅱ ）が，マスター等は何を調査するのであろうか。3.

○ マスター等は，おそらく，登記や権利関係を調査するするのではなか

ろうか。審尋については，その後にトライアルあるいはディスカヴァリ

が控えているということを考えると，やや特異な感じがするが，マスタ

ー等と各当事者との非公式な議論があるのではなかろうか。

○ カリフォルニア州の司法競売では，最低売却価額を含めて売却命令を

出し（カリフォルニア州レジュメ２ページ，Ⅱ ( ) ，ワシントン州の4. 2 ）



- 6 -

司法競売では，裁量で最低売却価額を定める（ワシントン州レジュメ３

ページ，Ⅲ ( )）が，最低売却価額は，評価手続を経ないと定めるこ4. 2

とができないのではなかろうか。最低売却価額は，誰が評価しているの

であろうか。マスター等が評価をしているのであろうか。

○ アメリカには不動産評価の専門職があるようであり，非司法競売にお

いては，債権者側が評価をしてもらった時の費用や評価をしてもらった

土地が何筆であるかということなどを提示するようであるので，不動産
ひつ

評価の専門職の技術・知見を利用しているのではなかろうか。マスター

等が評価を行っているかどうかはよく分からない。

○ 最低売却価額の制度の背景は，何であろうか。私のニューヨーク州に

おける事業融資の経験からすると，最低売却価額は，市場が決める話で

あって，評価人が評価して決める必要は全くないと考えられる。そもそ

も，債権者は，まず，担保不動産を任意売却で売るのであり，その段階

で売ることができなかったものについては，仕方なく，競売にかけて最

， ， ，高価で入札した人に売却するのであって もし その額に不満があれば

被担保債権額と同じくらいの金額で自己競落した上，何年か管理してタ

イミングを見計らって売却するのである。これがアメリカ的な発想の原

型であると思われるのに，たとえ裁量にしろ，裁判所が最低売却価額を

定めるというのは，どういう発想から出ているのであろうか。

○ 生き馬の目を抜くような世界のニューヨーク州と農地を考慮しなけれ

， 。ばならない土地柄のワシントン州とでは 状況が違うのではなかろうか

ワシントン州では，割と頻繁に法律が見直されているにもかかわらず，

最低売却価額の制度が維持されていることからすると，それなりに需要

があるのではなかろうか。とりわけ，適正価額 の設定は，固fair value

有のエクイティ上の裁判所の権限であり，たとえ制定法がなくても行う

ことができるというのがワシントン州の考え方であるので，割と根強い

要請があるのではなかろうか。

fair○ 司法競売における不足額請求は，当該不動産の公正市場価格

と債務額との差額である（カリフォルニア州レジュメ９ペmarket value

ージ，Ⅷ ( )，ワシントン州レジュメ６ページ，Ⅵ ）が，最低売却3. 1 1.



- 7 -

価額と公正市場価格とは連動していないのであろうか。

○ 両者は連動していないようである。

○ 公正市場価格は，不足額請求の場面において，既に定められた最低売

却価額とは別に，算定されるのであろうか。最低売却価額は，不足額請

求の場面など後のことも考えて定められるというのではなく，単に，廉

価売却ができないようにするためだけに定められるというのは，どうい

う発想から出ているのであろうか。

○ 最低売却価額や公正市場価格が，どういう事件で利用されているか，

非常に濫用的な売買，病理現象のためのものであるかどうかを見極める

必要があるであろう。

○ ワシントン州の司法競売では，裁判所による売却の承認の際に，適正

価格を提示して承認拒絶をすることも可能とされている（ワシントン州

レジュメ３ページ，Ⅲ ( )，Ⅲ ）が，売却が実施された後に，適正4. 4 6.

価格を提示して売却を承認しないというのは，買受人にとって，あまり

にも酷ではなかろうか。

（買受けについて）

○ 担保権者による買受けについて，カリフォルニア州レジュメの１１ペ

ージ（Ⅷ ）では 「司法競売なら許されるが，非司法競売では制定法8. ，

3.上禁止されるのが一般」と記載されているのに対し，同９ページ（Ⅷ

( )）では 「買受人が担保権者である場合に （不当に）安く買い受け1 ， ，

たうえ，不足額判決を求める場合に問題がより先鋭化する 」と記載さ。

， ，れ 担保権者が買受人になることが前提になっているようにも読めるが

担保権者が自己競落をすることは，禁止されているのであろうか，それ

とも，禁止されていないのであろうか。この研究会で紹介された邦語文

献では，担保権者が自己競落することが多いという指摘が多かったが，

どうであろうか。

○ 司法競売では，適正価格あるいは適正手続が保障されるので，自己競

落が禁止されないが，非司法競売では禁止されるのが一般ではなかろう

か。とりわけ，担保権者が不当に安く買い受けた挙げ句，不足金判決を

求めることが可能であるというのは，不合理ではなかろうか。
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○ 非司法競売において担保権者の自己競落を禁止している明文の規定や

判例はあるのであろうか。

○ カリフォルニア州では，１８６３年の判例（カリフォルニア州レジュ

メ１１ページ，脚注４９）がある。

（ ）「 ， 」○ カリフォルニア州レジュメの７ページ Ⅶ 買受人の地位 制限1.

「 。」 ，についての 貸し手や後順位担保権者を含む誰でもよい との記載は

司法競売に関する記載であって，非司法競売に関する記載ではないこと

になるが，なお確認することとしたい。

○ 担保権者が買受人になるのはまずいというのは，売却実施権者と買受

人が同じであるとまずいということであろうか。司法競売においては，

担保権者は売却実施者ではないから買受人になることが許されるが，非

司法競売においては，受益者である担保権者は売却実施者そのものでは

ないものの売却実施者と同じようなものであるから，買受人になること

は許されないということであろうか。

○ カリフォルニア州では受託者が買受人となることが認められている

（カリフォルニア州レジュメ７ページ，Ⅶ ）が，売却実施者である受1.

託者は買受人となることができないとされている州が圧倒的に多いと思

われる。

○ 買受人になっているのは，どういう人であろうか。そして，どれくら

い売れるのであろうか。

○ 実際にどういう人が買受人になっているかはよく分からないが，論文

には 「買受人は不動産業者であり，転売して利益を得るということを，

目的として買うということを前提として議論する」旨の断り書きがある

ものがあり，インターネットのウェブサイトには，一般人が居住用目的

で買うことを前提としているものがあった。

（配当について）

○ 非司法競売にしろ，司法競売にしろ，剰余金の取扱いに関して，裁判

所の関与はあるのであろうか，それとも，日本の仮登記担保手続が，債

権者において清算を行い，後順位担保権者において清算金に物上代位す

ることとなっているように，裁判所の関与（裁判所による配当）はない
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のであろうか。

○ 司法競売においては，とりわけカリフォルニア州では，割と前倒しし

て判断しているようであり，剰余金が出たときに誰にどのように分配す

， 。 ，るかについて 競売開始判決の時点で判断しているようである しかし

計算通りにいかなかった場合，どうなるかについては，文献の記述がな

， 。 ， （ ）く よく分からない なお カリフォルニア州レジュメの３ページ Ⅱ 7.

にある「余剰金の帰属の決定」というのは，配当のことを指している。

○ 不足金については，請求できるか否かについて言及があるのに，剰余

金については，あまり言及がないのは，なぜであろうか。

（受戻しについて）

○ 司法競売手続は，慎重な手続で，しかも，それなりに時間をかけて行

われるにもかかわらず，売却後１年間の受戻期間がある（カリフォルニ

ア州レジュメ３ページ，Ⅱ ，ワシントン州レジュメ３ページ，Ⅲ ）8. 1.

のに対し，非司法競売は，簡単な手続で，しかも，すぐ終わるにもかか

わらず，売却後は全く受戻しができないというのは，なぜであろうか。

感覚からすると，逆であるような気もするが，どうであろうか。

○ ワシントン州でそうであったように，当初は，司法競売しか利用する

ことができなかったが，それではあまりにも時間がかかるので，民間移

行をして非司法競売が利用可能になったのではなかろうか。受戻権は，

審理が慎重に行われたかどうかとは無関係な実体上の権利であり，受戻

期間は，単純に受戻権の行使のための期間であって，そのバランスがお

かしいとは考えられていないのではなかろうか。非司法競売は，司法競

売に比べて，リスクがあるけれども，早くて安い手続であるという発想

ではなかろうか。

○ カリフォルニア州では，受戻権の制約は無効とされている（カリフォ

ルニア州レジュメ３ページ，Ⅱ ( )）が，パワーオブセール条項をつ8. 1

けると，売却後の受戻権が認められていない非司法競売手続を利用する

ことが可能になり，事実上受戻権を放棄したのと同じようになるのでは

なかろうか。

（不足額請求について）
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○ 非司法競売手続を利用すると不足額請求をすることができなくなると

いうのは，アメリカは，不動産の価格が右肩上がりではなく，上がった

り下がったりするのが激しい国であるから，非司法競売で手続を迅速に

行うかわりに価格の上昇下落を問わず人的請求はできないとするという

ものであって，それなりのバランスをとっているということができるの

ではなかろうか。不足額についての言及は，日本に比べると多い気がす

るが，それは，日本とは異なって，不動産価格の相場に乱高下があるこ

とが前提になっているのではなかろうか。

○ 基本的に，担保割れしているというのが前提であろうか。担保割れし

ていないときの債務者等の保護については，あまり言及がないような気

がする。

○ 担保割れをしていて，しかも，買受価額が市場価格よりも更に低いと

いうことを前提とすると，いろいろなことがよく分かる気がする。

○ そんなにいつも担保割れをしていて，まともな市場なのであろうか。

○ アメリカでは，企業にお金を貸す際には，動産を担保に取るのであっ

て，日本のように不動産を担保に取るというやり方はしないであろう。

流動性が低い不動産を担保に取るというのは，最悪のやり方であるとい

えよう。不動産の金融というものは，事業金融とは別に，不動産そのも

のが借入人になって，そこから生まれる収益で利払いを行い，最後は自

らが身売りして元本を返すという，ノンリコースが圧倒的に多いであろ

う。その中で，あえてフォークローズして売らなければならない不動産

は，担保割れしているとしか考えられないと言ってよいであろう。

○ そうすると，アメリカでは，日本とはかなり前提が違い，後順位担保

権者などへの配当は，あまり想定されないのではなかろうか。

（非司法競売の瑕疵，憲法上の問題について）

○ レジュメには，非司法競売の瑕疵をまとめている（カリフォルニア州

レジュメ７ページ以下，Ⅷ）が，この情報は，参考書でまとめられてい

たものをベースに，カリフォルニア州に係る瑕疵の問題を独自に加えた

ものである。

○ 非司法競売に対する憲法上の批判も激化しているとのことである（カ
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リフォルニア州レジュメ８ページ，Ⅷ ( )）が，どのような議論がさ1. 5

れているのであろうか。

○ カリフォルニア州では，物的瑕疵の問題，ノーティスがまともに行わ

れたか否かの問題，当事者としてまともに取り扱われたか否かの問題，

価格の問題などがトピックになっているようである。

○ ワシントン州では，確かに，古い判例が，非司法競売は州の行為を含

まないとの理由で，憲法問題を回避している（ワシントン州レジュメ５

ページ，Ⅴ ( )）が，だからといって，その後の立法が非司法競売の1. 3

憲法問題を全く考えていないというわけではないし，文献を読むと，そ

の手の発想は割と強くなっているのではないかという気がする。ワシン

トン州のＤＯＴ法１９８９年改正法は，ＮＣＣＵＬの人や著名な研究者

から言わせれば，非常に画期的な内容であり，これを参照して，同様の

規定を統一非司法競売法が採用したとのことである。

○ 非司法競売に瑕疵があった場合，無効になったり，取り消されたりす

るリスクがあるが，そのようなことは滅多に起きないものであろうか，

それとも，ある程度起きるものであろうか。そのリスクヘッジについて

は，どうしているのであろうか。

○ 非司法競売が瑕疵のために無効になったり，取り消されたりする頻度

については，日本でも競売手続が取り消される頻度は分からないのと同

様に，アメリカでも分からないが，非司法競売は，司法競売よりは，リ

スクが大きいといえるのであろう。そのリスクに対しては，売却が終わ

っていなければインジャンクションをかけたり，売却後であれば無効確

認の訴訟を提起したりして対処することになるが，いわゆるタイトル保

険を買った買受人であれば，その保険契約の範囲内で損害がカバーされ

るのであろう。

２ 次回以降の日程と進行予定

第７回：９月２７日（水）

笠井委員報告

調査対象地域：ニューヨーク州とマサチューセッツ州
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第８回：１０月２６日（木）

松下委員報告

調査対象地域：テキサス州とルイジアナ州

第９回：１１月３０日（木）

山下委員報告

調査対象地域：イギリス

第 回：１月１１日（木）10

山本座長報告

調査対象地域：フランス

以 上


